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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第125期

中間連結会計期間
第126期

中間連結会計期間
第125期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 (百万円) 166,701 177,801 335,413

経常利益 (百万円) 7,278 6,457 14,458

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 5,768 4,291 10,611

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 9,287 8,995 17,996

純資産額 (百万円) 145,994 159,462 152,611

総資産額 (百万円) 261,673 282,844 274,973

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 177.60 132.06 326.60

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 54.4 55.2 54.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,344 4,487 18,009

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,918 △11,588 △12,542

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △105 3,751 △3,974

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 5,095 5,027 8,349
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営む事業の内容に重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善等により、緩やかな回復基調となっておりま

す。

しかしながら、物価上昇による消費者の節約志向の一層の高まりや、物流コスト・人件費の増加、中東情勢の動

向による世界経済への影響に加え、2027年４月に予定される食料品の消費税率引下げによる影響等、依然として先

行きは不透明な状況が続いております。

このような状況の中、2026年２月に新たなグループ経営理念「ひと粒の可能性から、価値をひろげ、日々の幸せ

を共につくる。」を策定いたしました。この新理念体系のもと、創立100周年を迎える2035年度をターゲットとする

長期ビジョン「SHOWA VISION 2035」および、長期ビジョンに基づく４ヵ年計画「中期経営計画26－29」を策定し、

その実現に向けて取り組んでおります。

当中間連結会計期間の経営成績は、連結売上高は177,801百万円と前年同期に比べ11,100百万円(6.7％)の増収と

なりました。営業利益は5,190百万円と前年同期に比べ863百万円(14.3％)の減益、経常利益は6,457百万円と前年同

期に比べ821百万円(11.3％)の減益、親会社株主に帰属する中間純利益は4,291百万円と前年同期に比べ1,477百万円

(25.6％)の減益となりました。

 
(単位：百万円)

 
2026年３月期
中間連結会計期間

2027年３月期
中間連結会計期間

前年同期差
前年同期比
増減率

売上高 166,701 177,801 11,100 6.7％

営業利益 6,054 5,190 △863 △14.3％

経常利益 7,278 6,457 △821 △11.3％

親会社株主に帰属する
中間純利益

5,768 4,291 △1,477 △25.6％
 

 
セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。

 
＜食品事業＞

食品事業は、人件費や資材価格、物流コスト等は第１四半期から継続して上昇傾向にあり、製品価格の改定が進

む一方で、消費者の節約志向の高まりも続き販売環境は厳しい状況となりました。このような市場環境の中、当社

の強みであるマーケット分析力を生かした、ターゲット業態ごとのソリューション型営業の強化、適正価格での販

売に取り組みました。

製粉カテゴリは、輸入小麦の政府売渡価格が４月に平均2.5％（税込価格）引き上げられたことを受け、小麦粉製

品の価格改定を実施しました。一方で、当社連結子会社を含めた生産拠点の一体運用を図ることで、物流コスト低

減や生産効率化などを進めております。業務用小麦粉の販売数量は前年同期を下回りました。業務用プレミックス

の販売数量およびパスタの販売数量は前年同期を下回りました。ふすまの販売数量についても、前年同期を下回り

ました。なお、家庭用小麦粉の販売数量は前年同期を上回りましたが、家庭用プレミックスの販売数量は前年同期

並みとなり、家庭用パスタの販売数量は前年同期を下回りました。これらにより製粉カテゴリの売上高は、前年同

期を下回りました。

製油カテゴリは、コストを踏まえた適正価格での販売活動と、機能性油脂による課題解決型営業に取り組んでま

いりました。また、当社連結子会社であるボーソー油脂株式会社、持分法適用関連会社である辻製油株式会社との

連携を強化し、生産拠点の効率的運用、原材料調達の効率化にも取り組んでおります。業務用油脂については適正

価格での販売を優先した結果、販売数量は前年同期並みとなりましたが、販売価格は前年同期を上回りました。家

庭用油脂については汎用油の販売が伸長したため、販売数量は前年同期を上回りました。また、ミールについて

は、販売数量は前年同期並みとなりましたが、販売価格は前年同期を上回りました。これらにより製油カテゴリの
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売上高は、前年同期を上回りました。

糖質カテゴリは、当社連結子会社である敷島スターチ株式会社やサンエイ糖化株式会社との連携を図り、グルー

プ一体となった課題解決や生産効率化などを進めております。糖化品の販売数量については、長雨や日照不足など

の天候不良が重なったことで、飲料や冷菓向けの需要が減少し前年同期を下回りました。また、コーンスターチに

ついても、天候不順に伴う食品用途の需要減退が響き、前年同期を下回りましたが、糖化品とコーンスターチの販

売価格は前年同期を上回りました。加工でん粉の販売数量および販売価格については、前年同期並みとなりまし

た。副製品については、販売数量は前年同期を下回りましたが、販売価格は前年同期を上回りました。これらによ

り糖質カテゴリの売上高は、前年同期を上回りました。

これらの結果、食品事業の売上高は139,318百万円と前年同期に比べ3,462百万円(2.5％)の増収、営業利益は

4,745百万円と前年同期に比べ989百万円(17.3％)の減益となりました。

なお、「中期経営計画26－29」の事業ポートフォリオ設定にともない、「製粉カテゴリ」に含まれていた焼成パ

ン（株式会社スウィングベーカリー、グランソールベーカリー株式会社、ガーデンベーカリー株式会社、タワー

ベーカリー株式会社）と「製油カテゴリ」に含まれていた冷凍食品（昭和冷凍食品株式会社、東葛食品株式会社）

を「その他食品カテゴリ」に含める変更をしております。この変更にともない、前中間連結会計期間の比較情報

は、変更後の区分方法に基づき作成しております。

当該変更は食品事業内における区分に関するもので、セグメント区分は変更しておりません。

 
＜飼料事業＞

当中間連結会計期間より、連結子会社の昭和鶏卵株式会社の決算日を12月31日から３月31日に変更しておりま

す。この決算期変更により変則期間となる当中間連結会計期間の当該子会社の決算は2026年１月１日から2026年９

月30日の９か月間となります。

飼料事業は、顧客ニーズに対する提案型営業、畜産物の販売支援や付加価値向上へのサポート等の生産者との取

り組み強化、高付加価値商品の拡販に努めております。配合飼料の販売数量および、販売価格は前年同期を上回り

ました。鶏卵の販売数量は鳥インフルエンザからの回復を受けて前年同期を上回りました。また、販売価格は前年

同期を上回りました。

これらの結果、飼料事業の売上高は35,693百万円と前年同期に比べ7,365百万円(26.0％)の増収、営業利益は504

百万円と前年同期に比べ133百万円(36.1％)の増益となりました。

 

＜その他＞

当中間連結会計期間より、連結子会社の昭産運輸株式会社の決算日を12月31日から３月31日に変更しておりま

す。この決算期変更により変則期間となる当中間連結会計期間の当該子会社の決算は2026年１月１日から2026年９

月30日の９か月間となります。

倉庫業につきましては、貨物獲得競争が激化する中、商社や主要顧客との取り組みを強化し荷役量の増加に努め

たことにより、貨物取扱量は前年同期を上回りました。

これらの結果、不動産業、保険代理業、自動車等リース業、運輸業、植物工場等をあわせたその他の売上高は

2,789百万円と前年同期に比べ272百万円(10.8％)の増収、営業利益は706百万円と前年同期に比べ34百万円(4.7％)

の減益となりました。
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(2) 財政状態の分析

(単位：百万円)

 2026年３月期
2027年３月期

中間期
前期末差

流動資産 115,061 115,710 649

固定資産 159,911 167,133 7,222

資産　計 274,973 282,844 7,871

流動負債 82,021 81,295 △725

固定負債 40,340 42,086 1,745

負債　計 122,361 123,381 1,020

純資産　計 152,611 159,462 6,851
 

 
当中間連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況及び分析は次のとおりであります。

 
総資産は、282,844百万円と前連結会計年度末と比較して7,871百万円増加しております。主な増加要因は、投資

有価証券が7,196百万円増加したことであります。

負債は、123,381百万円と前連結会計年度末と比較して1,020百万円増加しております。主な増加要因は、有利子

負債（リース債務含む）が5,985百万円増加したことであります。一方、主な減少要因は、設備関係債務が5,500百

万円減少したことであります。

純資産は、159,462百万円と前連結会計年度末と比較して6,851百万円増加しております。主な増加要因は、親会

社株主に帰属する中間純利益4,291百万円の計上により増加したこと、その他有価証券評価差額金が4,715百万円増

加したことであります。一方、主な減少要因は、配当金の支払いにより2,113百万円減少したことであります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

(単位：百万円)

 
2026年３月期

中間連結会計期間

2027年３月期

中間連結会計期間
前年同期差

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,344 4,487 △2,856

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,918 △11,588 △2,669

フリー・キャッシュ・フロー △1,574 △7,100 △5,526

財務活動によるキャッシュ・フロー △105 3,751 3,856

現金及び現金同等物の中間期末残高 5,095 5,027 △67
 

 
当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 
当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益6,327百万円や減価償却費

5,511百万円等による資金の増加がありましたが、法人税等2,209百万円の支払、棚卸資産の増加及び仕入債務の減

少等があった結果、合計では4,487百万円の収入となり、前年同期に比べ2,856百万円(38.9％)収入が減少しまし

た。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得10,181百万円や投融資による支出920百万円等で資金

を使用した結果、合計では11,588百万円の支出となり、前年同期に比べ2,669百万円(29.9％)支出が増加しました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金2,113百万円の支払等に資金を使用した一方、コマーシャル・ペー

パーの発行6,000百万円等の収入があった結果、合計では3,751百万円の収入となりました。

以上の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は5,027百万円となり、前連結会計年度末に比べ

3,322百万円(39.8％)の減少となりました。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

なお、当中間連結会計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に重要

な変更はありません。
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(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,376百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 131,000,000

計 131,000,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2026年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,995,420 32,995,420
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数は100株
であります。

計 32,995,420 32,995,420 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年９月30日 － 32,995,420 － 14,293 － 4,786
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(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

伊藤忠商事㈱ 東京都港区赤坂２丁目17－22 2,290 7.0

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８－１ 
赤坂インターシティAIR

2,251 6.9

三井物産㈱
（常任代理人㈱日本カストディ銀行）

東京都千代田区大手町１丁目２－１
（東京都中央区晴海１丁目８－12）

1,540 4.7

昭和産業取引先持株会 東京都千代田区内神田２丁目２－１ 1,278 3.9

ユアサ・フナショク㈱ 千葉県船橋市宮本４丁目18－６ 1,233 3.8

カーギルジャパン合同会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－２ 940 2.9

昭和産業グループ従業員持株会 東京都千代田区内神田２丁目２－１ 825 2.5

㈱千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 772 2.4

みずほ信託銀行㈱退職給付信託　
みずほ銀行口 
再信託受託者　㈱日本カストディ銀行

東京都中央区晴海１丁目８－12 750 2.3

丸紅㈱ 東京都千代田区大手町１丁目４－２ 590 1.8

計 － 12,469 38.3
 

(注)　みずほ信託銀行㈱退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者㈱日本カストディ銀行の所有株式は、㈱みずほ銀行

が所有していた当社株式をみずほ信託銀行㈱に信託したものが、㈱日本カストディ銀行に再信託されたもの

で、議決権は㈱みずほ銀行に留保されております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 473,200

 

－

－
(相互保有株式)
普通株式 26,700

 

－

完全議決権株式(その他) 普通株式 32,386,200
 

323,862 －

単元未満株式 普通株式 109,320
 

－ －

発行済株式総数 32,995,420 － －

総株主の議決権 － 323,862 －
 

(注) １　証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に1,400株(議決権14個)、「単

元未満株式」欄の普通株式に80株含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式11株及び次の相互保有株式が含まれております。

　　新日本化学工業株式会社 25株

 
② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 東京都千代田区内神田２
丁目２－１

473,200 － 473,200 1.4
昭和産業㈱

(相互保有株式) 宮城県仙台市宮城野区蒲
生２丁目１－５

7,400 － 7,400 0.0
共同輸送㈱

(相互保有株式) 愛知県安城市昭和町19－
10

19,300 － 19,300 0.1
新日本化学工業㈱

計 － 499,900 － 499,900 1.5
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２ 【役員の状況】

(1)　役員の異動の状況

前事業年度の有価証券報告書に記載した事項を除き、当該有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間におい

て、役員の異動はありません。

 
(2)　役員の報酬等

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

１) 基本方針

当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。以下、「取締役」という。)の報酬(会社法第361条第１項

に定める報酬等をいう。以下、「報酬」という。)は、当社グループのグループ企業理念に基づき、当社グ

ループの持続的な成長および中長期の企業価値向上に資する健全なインセンティブとして機能させることを

目的として、以下の基本方針に則り決定しております。

(a) 当社グループの持続的な成長と中長期の企業価値向上に資するものであること

(b) 株主との価値共有や株主重視の経営意識を高めることに資するものであること

(c) 短期業績に加え、中長期業績との連動にも配慮したものであること

(d) 優秀な人材を確保・維持できる報酬水準であること

(e) 様々なステークホルダーの価値創造に配慮していること

(f) 透明性、客観性を備えた設計であり、これを担保する適切なプロセスを経て決定されること

 
２) 取締役の報酬の額又は算定方法の決定に関する方針

当社は、2026年５月14日開催の取締役会決議に基づき、現行の「取締役の報酬等の内容決定に関する方

針」（以下、「報酬方針」という。）を定めております。

現行の報酬方針の内容は以下のとおりです。

(a)報酬体系

取締役の報酬は、職務内容等役位に応じて定められる「基本報酬」、前年度の会社業績と個人業績を勘案

して定められる「短期インセンティブ報酬」および中長期インセンティブとしての「株式報酬」で構成され

るものとし、これらの報酬の標準的な構成比率は、下表の通りとしております。

なお、取締役のうち社外取締役は、基本報酬のみとしております。

 基本報酬 短期インセン

ティブ報酬

株式報酬

取締役会長

代表取締役社長執行役員

取締役専務執行役員

取締役常務執行役員

社外取締役

56％

56％

62％

62％

100％

22％

22％

19％

19％

－

22％

22％

19％

19％

－
 

(b)報酬の算定方法等

イ　基本報酬

・役位、職務内容および責任に基づき定めております。

・年額を12等分して毎月金銭で支給しております。

ロ　短期インセンティブ報酬

・役位別の基準額に、前年度の会社業績評価および個人業績評価に基づき算定した業績評価係数を乗じ

て、業績連動幅50～150％の範囲で金額を決定しております。なお、取締役会長および代表取締役社長執

行役員の短期インセンティブ報酬は、会社業績評価に基づき算定した業績評価係数のみを用いて決定し

ております。

・会社業績評価に用いる指標は、連結営業利益の単年度目標、中期経営計画目標のうち連結営業利益およ

びＲＯＥ、ならびにグループ環境目標とし、それぞれの達成度に基づき業績評価係数を算定しておりま

す。

・個人業績は、各々の取締役が担う役割・責任に基づき設定した目標の達成状況を評価しております。

・年額を12等分して毎月金銭で支給しております。

ハ　株式報酬

・中長期インセンティブとして、当社グループの中長期的な企業価値向上および当社株主との価値の共有

を目的とし、2026年６月25日開催の定時株主総会において業績連動型株式報酬制度が承認され、定時株

主総会後の取締役会において、株式報酬について定めた「役員株式給付規程」を制定しております。

・取締役（監査等委員である取締役、およびそれ以外の取締役のうち社外取締役である者を除く。以下、

断りがない限り、ハ　株式報酬において同じとする。）及び執行役員（取締役である者及び過去に取締

役であった者を除く。以下、断りがない限り、ハ　株式報酬において同じとする。）に対して「役員株
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式給付規程」に基づき職務執行の対価として算出されたポイントを役位ごとに決定し、毎年一定の時期

に付与いたします。付与されたポイントの一定割合に応じた当社普通株式を原則として毎年一定の時期

に給付いたします。当該株式の給付は、当社と取締役及び執行役員との間で締結した譲渡制限契約に基

づき、役員（取締役または執行役員。以下、断りがない限り、ハ　株式報酬において同じとする。）を

退任するまでの間、譲渡等による処分を制限しております。残りの割合のポイントに応じた当社普通株

式を退任時の時価で換算した金銭相当の金銭を原則として役員退任時に給付いたします。

・取締役に付与するポイントは、役位別に定められた固定部分のポイントと業績評価に基づき算定した変

動部分のポイント（業績連動部分）を合算したポイントとし、執行役員に付与するポイントは、役位別

に定められた固定部分のポイントのみとしております。

・業績連動部分の評価指標は、連結営業利益の単年度目標およびグループ環境目標とし、それぞれの目標

達成度に基づき業績評価係数を算定しております。

≪連結営業利益の単年度目標達成度（ウェイト50％）≫　　

中長期的な収益力向上を促すため、主たる経営指標である営業利益を選定しております。目標値は、毎

事業年度の予算数値に基づき設定いたします。

≪GHG排出量の削減目標達成度（ウェイト50％）≫

サステナビリティ経営の推進を目的とし、グループ環境目標として掲げる「GHG排出量削減率」を選定し

ております。目標値は、2019年度を基準とした各事業年度の削減目標に基づき設定いたします。

・役員株式給付規程で定める付与ポイント及び給付する株式等の詳細

１．受給予定者

　取締役

　執行役員

 
２．株式報酬として支給する財産

　当社普通株式及び金銭

 
３．付与ポイント数の算定方法

毎年の定時株主総会開催日（以下、「ポイント付与日」という。）における受給予定者に対して、役員

の役職に応じて定める期間（以下、「職務執行期間」という。）における職務執行の対価として以下の

算式に定めるポイントを同日に付与いたします。ただし、ポイント付与日の前事業年度（以下、「評価

対象期間」という。）の末日において役員として在任していた者に限ります。

なお、定時株主総会開催日以外の日に役員が退任するときは、当該退任日にポイントを付与いたしま

す。ただし、役員が解任により退任するときはこの限りではありません。

 
・取締役

①職務執行期間

前年の株主総会開催日からポイント付与日までの期間

②次の算式により算出いたします。

次のⅰの算式により算出されるポイント及びⅱの算式により算出されるポイントの合計ポイント

ⅰ．固定部分のポイント

（算式）

職務執行期間における役位に応じた役位ポイント（別記１）×0.8

ⅱ．変動部分のポイント

（算式）

職務執行期間における役位に応じた役位ポイント（別記１）×0.2×評価対象期間における業績

に応じた業績評価係数（別記２）

③職務執行期間が１年に満たない場合の算式

（算式）

②により算出されるポイント×（職務執行期間のうち役員として職務を執行した月数÷12）

④取締役退任時（定時株主総会開催日に退任する場合を除く。）の算式

次のⅰの算式により算出されるポイント及びⅱの算式により算出されるポイントの合計ポイント

ⅰ．固定部分のポイント
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（算式）

退任日における役位に応じた役位ポイント（別記１）×0.8×（職務執行期間のうち役員として

職務を執行した月数÷12）

ⅱ．変動部分のポイント

（算式）

退任日における役位に応じた役位ポイント（別記１）×0.2×取締役会の決議により決定した業

績評価係数×（職務執行期間のうち役員として職務を執行した月数÷12）

 
・執行役員

①職務執行期間

前年４月１日から当年３月31日までの期間

②次の算式により算出いたします。

職務執行期間における役位に応じた役位ポイント（別記１）

③職務執行期間が１年に満たない場合の算式

②により算出されるポイント×（職務執行期間のうち役員として職務を執行した月数÷12）

④執行役員退任時（取締役就任時を含む）の算式

退任日における役位に応じた役位ポイント（別記１）×（職務執行期間のうち役員として職務を執

行した月数÷12）

 
（注）１．ポイントの算出にあたっては、算出の過程では端数処理をせず、算出されたポイント数に１

ポイント未満の端数がある場合は、切り捨てるものといたします。

２．付与されたポイントは、株式ポイント及び金銭ポイントに分割し、各ポイントの数は、次

の算式により算出いたします。

・株式ポイント：算出されたポイント数×70％（１ポイント未満の端数がある場合は、１ポ

イントに切り上げる）

・金銭ポイント：算出されたポイント数－株式ポイント数

 
別記１　役位ポイント

区分 役位 基準ポイント

取締役 取締役会長 4,860

代表取締役社長執行役員 6,630

取締役専務執行役員 3,540

取締役常務執行役員 3,100

執行役員 常務執行役員 450

執行役員 370

 

※　上記のポイントは１事業年度当たりのポイントであり、給付時に換算して金銭で給付する株式

数（ポイント数）を含んでおります。

※　ポイントの合計は、１事業年度当たり36,000ポイント（うち取締役分29,000ポイント）を上限

としております。（１ポイント＝当社普通株式１株）

※　各役位ポイントの１事業年度当たりの上限は下表の通りとしております。
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区分 役位 上限ポイント

取締役 取締役会長 5,346

代表取締役社長執行役員 7,293

取締役専務執行役員 3,894

取締役常務執行役員 3,410

執行役員 常務執行役員 450

執行役員 370

 

 
 

別記２　業績評価係数

業績評価係数（※）＝（次のⅰにより算出される係数×0.5）＋（次のⅱにより算出される係数×

0.5）

※　算出結果の小数第３位を四捨五入。

※　算出結果が1.5を超える場合は1.5とし、0.5に満たない場合は0.5といたします。

 
ⅰ．連結営業利益の単年度目標の達成度に応じた係数

係数（※１）＝評価対象期間の実績値÷評価対象期間の目標値（※２）

※１　算出結果がマイナスの値となる場合は、０といたします。

※２　2027年３月期の目標値は120億円。

ⅱ．GHG排出量の削減目標の達成度に応じた係数

係数（※１）＝評価対象期間の実績値÷評価対象期間の目標値（※２）

※１　算出結果がマイナスの値となる場合は、０といたします。

※２　昭和産業グループ環境目標における「GHG排出量の削減（Scope1,2）」を基に各年度の目

標値を設定しております。

 
４．給付する株式数等

・株式給付

受給予定者が、株式権利確定日（※１）までに所定の条件（当社との間で譲渡制限契約を締結して

いること等）を満たした場合、当該株式権利確定日に株式給付を受ける権利を取得いたします。

「１ポイント＝１株」として、保有株式ポイント数（受給予定者となった日又は直前の株式権利確

定日後に累積された株式ポイント数。以下、同じ。）に応じた数の当社普通株式を給付いたします。

給付された株式（退任日（※２）以後に給付される株式を除く。）については、株式が給付された

日から退任日までの間、譲渡、担保権の設定、生前贈与その他の処分をすることができないものとい

たします。

※１　次のいずれかの日

「ポイント付与日」「役員の退任日（執行役員を退任し、引き続き取締役となる場合は執行役

員の退任日とする。）」

※２　「役員の退任日（執行役員を退任し、引き続き取締役となる場合は取締役の退任日とする。）」

 
・金銭給付

受給予定者が、退任日（※１）までに所定の条件（当社が指定する書類を提出すること等）を満た

した場合、当該退任日に金銭給付を受ける権利を取得いたします。

次の算式により算出される金銭額を給付いたします。

※１　「役員の退任日（執行役員を退任し、引き続き取締役となる場合は取締役の退任日とする。）」

（算式）

金銭額＝保有金銭ポイント数（受給予定者となった日以後に累積された金銭ポイント数。以下同

じ。）×退任日時点における当社普通株式の時価

（注）１．受給予定者が退任する時期を自ら選択したものとみなされる態様により退任する場合に

あっては、当該受給予定者は金銭給付を受ける権利を取得せず、これに代えて「１ポイ

ント＝１株」として、保有金銭ポイント数を株式で給付いたします。

２．当社普通株式の時価は、株式の時価の算定を要する日の上場する主たる金融商品取引所

における終値とし、当該日に終値が公表されない場合にあっては、終値の取得できる直
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近の日まで遡って算定するものといたします。

 
・受給予定者が死亡した場合

受給予定者が死亡した場合であって、当該受給予定者の遺族が、所定の条件（当社が指定する書類

を提出すること等）を満たした場合、遺族は、受給予定者の死亡日に金銭の給付を受ける権利を取得

いたします。

次の算式により算出される金銭額を給付いたします。

（算式）

金銭額＝（保有株式ポイント数＋保有金銭ポイント数）×死亡日時点における当社普通株式の時価

（注）当社普通株式の時価は、株式の時価の算定を要する日の上場する主たる金融商品取引所にお

ける終値とし、当該日に終値が公表されない場合にあっては、終値の取得できる直近の日ま

で遡って算定するものといたします。

 
(c) 取締役の個人別の報酬の内容決定の手続について

イ　取締役の個人別の報酬の内容は、その最終的な決定を代表取締役社長執行役員である塚越英行に一任し

ております。

ロ　ただし、取締役の個人別の報酬に係る決定プロセスおよび結果の透明性と客観性を確保するため、取締

役会の任意の諮問機関である報酬諮問委員会は、取締役の個人別の報酬の決定に際して、上記の「報酬

方針」との整合性、妥当性等の観点から審議を行い、取締役会にその意見を提出しております。代表取

締役社長執行役員は、報酬諮問委員会の意見を踏まえて、取締役の個人別の報酬の内容を最終的に決定

しております。

ハ　当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬の内容は、上記プロセスによって決定されておりますので、

「報酬方針」に沿ったものであると判断しております。

ニ　報酬諮問委員会は、社外取締役のみで構成され、その員数は３名以上としております。

ホ　取締役会が報酬諮問委員会に諮問する事項は以下のとおりです。

・取締役の個人別の報酬内容の妥当性

・取締役の個人別の報酬内容が、「報酬方針」に従ったものであることの確認

・「報酬方針」の改廃
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第４ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,353 5,464

  受取手形及び売掛金 51,666 51,463

  電子記録債権 1,166 1,880

  商品及び製品 16,139 16,640

  仕掛品 3,084 3,394

  原材料及び貯蔵品 28,873 30,387

  その他 5,825 6,522

  貸倒引当金 △48 △41

  流動資産合計 115,061 115,710

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 34,915 34,727

   機械装置及び運搬具（純額） 31,181 30,876

   土地 21,423 21,459

   その他（純額） 4,861 4,900

   有形固定資産合計 92,382 91,964

  無形固定資産   

   のれん 686 614

   顧客関連資産 1,222 1,093

   その他 1,588 1,708

   無形固定資産合計 3,497 3,417

  投資その他の資産   

   投資有価証券 58,516 65,712

   退職給付に係る資産 2,734 2,779

   その他 3,092 3,529

   貸倒引当金 △313 △269

   投資その他の資産合計 64,030 71,752

  固定資産合計 159,911 167,133

 資産合計 274,973 282,844
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 22,813 21,671

  短期借入金 13,798 14,148

  コマーシャル・ペーパー 18,500 24,500

  未払法人税等 2,176 1,982

  賞与引当金 2,315 2,315

  その他 22,417 16,677

  流動負債合計 82,021 81,295

 固定負債   

  社債 11,000 11,000

  長期借入金 6,948 6,638

  役員退職慰労引当金 206 208

  退職給付に係る負債 8,703 8,861

  役員株式給付引当金 － 30

  その他 13,481 15,346

  固定負債合計 40,340 42,086

 負債合計 122,361 123,381

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 14,293 14,293

  資本剰余金 5,281 5,281

  利益剰余金 108,253 110,430

  自己株式 △1,478 △1,480

  株主資本合計 126,349 128,525

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 19,642 24,358

  繰延ヘッジ損益 124 △10

  為替換算調整勘定 860 1,088

  退職給付に係る調整累計額 2,312 2,182

  その他の包括利益累計額合計 22,940 27,618

 非支配株主持分 3,321 3,319

 純資産合計 152,611 159,462

負債純資産合計 274,973 282,844
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 166,701 177,801

売上原価 136,954 147,447

売上総利益 29,747 30,354

販売費及び一般管理費 ※  23,692 ※  25,163

営業利益 6,054 5,190

営業外収益   

 受取利息 35 27

 受取配当金 480 552

 持分法による投資利益 585 696

 為替差益 71 0

 その他 275 354

 営業外収益合計 1,448 1,631

営業外費用   

 支払利息 189 299

 損害賠償金 4 1

 その他 30 64

 営業外費用合計 223 364

経常利益 7,278 6,457

特別利益   

 固定資産売却益 0 1

 投資有価証券売却益 75 0

 段階取得に係る差益 911 －

 その他 － 0

 特別利益合計 987 1

特別損失   

 固定資産廃棄損 101 116

 固定資産売却損 17 4

 減損損失 19 －

 出資金評価損 149 5

 その他 － 4

 特別損失合計 288 131

税金等調整前中間純利益 7,978 6,327

法人税、住民税及び事業税 2,308 1,985

法人税等調整額 △175 13

法人税等合計 2,132 1,998

中間純利益 5,845 4,328

非支配株主に帰属する中間純利益 76 37

親会社株主に帰属する中間純利益 5,768 4,291
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 5,845 4,328

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 3,308 4,534

 繰延ヘッジ損益 101 △135

 為替換算調整勘定 △339 110

 退職給付に係る調整額 △36 △130

 持分法適用会社に対する持分相当額 408 287

 その他の包括利益合計 3,441 4,666

中間包括利益 9,287 8,995

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 9,194 8,969

 非支配株主に係る中間包括利益 92 26
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 7,978 6,327

 減価償却費 4,945 5,511

 有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） 118 119

 段階取得に係る差損益（△は益） △911 －

 売上債権の増減額（△は増加） 243 △511

 棚卸資産の増減額（△は増加） △624 △2,320

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,181 △1,142

 未払消費税等の増減額（△は減少） △787 429

 その他 △753 △2,642

 小計 9,028 5,771

 利息及び配当金の受取額 823 991

 利息の支払額 △187 △291

 法人税等の支払額 △2,377 △2,209

 法人税等の還付額 56 105

 補償金の受取額 － 120

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,344 4,487

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1 △422

 投資有価証券の取得による支出 △33 △35

 投資有価証券の売却及び償還による収入 84 0

 子会社株式の取得による支出 △1,208 －

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△636 －

 有形固定資産の取得による支出 △6,967 △10,181

 有形固定資産の売却による収入 68 4

 有形固定資産の除却による支出 △58 △45

 資産除去債務の履行による支出 △0 △4

 投融資による支出 △192 △920

 投融資の回収による収入 26 16

 投資活動によるキャッシュ・フロー △8,918 △11,588

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 
短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

1,982 6,050

 長期借入金の返済による支出 △9 △9

 リース債務の返済による支出 △87 △145

 配当金の支払額 △1,949 △2,113

 自己株式の取得による支出 △2 △2

 その他 △39 △27

 財務活動によるキャッシュ・フロー △105 3,751

現金及び現金同等物に係る換算差額 △93 26

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,773 △3,322

現金及び現金同等物の期首残高 6,868 8,349

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  5,095 ※1  5,027
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

当中間連結会計期間より、連結子会社の昭和鶏卵株式会社、昭産運輸株式会社の決算日を12月31日から３月31日

に変更しております。この決算期変更により変則期間となる当中間連結会計期間の当該子会社の決算は2026年１月

１日から2026年９月30日の９か月間となります。

なお、当該子会社の2026年１月１日から2026年３月31日の売上高は4,753百万円、営業利益は82百万円、経常利

益は87百万円、税金等調整前中間純利益は87百万円であります。

 
(表示方法の変更）

（中間連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、「受取手形及び売掛金」に含めておりました「電子記録債権」は、重要性が増したた

め当中間連結会計期間より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計

年度の連結財務諸表の組替を行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に表示していた

52,832百万円は、「受取手形及び売掛金」51,666百万円、「電子記録債権」1,166百万円として組み替えておりま

す。

 
(中間連結貸借対照表関係)

１　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
(2026年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

株式会社小山製麩所 21百万円  株式会社小山製麩所 19百万円
 

 
(中間連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主なものは、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

イ　発送配達費 9,596百万円 10,129百万円

ロ　販売諸費 759　〃 849　〃

ハ　広告宣伝費 362　〃 366　〃

ニ　社員給料 3,337　〃 3,530　〃

ホ　賞与金 494　〃 491　〃

ヘ　賞与引当金繰入額 1,147　〃 1,185　〃

ト　役員株式給付引当金繰入額 － 〃 30 〃

チ　減価償却費 632　〃 722　〃

リ　退職給付費用 299　〃 216　〃

ヌ　貸倒引当金繰入額 △19　〃 △6　〃
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

現金及び預金勘定 6,511百万円 5,464百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △1,415　〃 △436　〃

現金及び現金同等物 5,095百万円 5,027百万円
 

 
(株主資本等関係)

Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,949 60.00 2025年３月31日 2025年６月25日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月７日
取締役会

普通株式 1,626 50.00 2025年９月30日 2025年12月３日 利益剰余金
 

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 2,113 65.00 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月９日
取締役会

普通株式 2,276 70.00 2026年９月30日 2026年12月４日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算書
計上額
(注)３食品事業 飼料事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 135,855 28,328 164,184 2,516 166,701 － 166,701

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,432 2 1,434 1,528 2,962 △2,962 －

計 137,287 28,330 165,618 4,045 169,664 △2,962 166,701

セグメント利益 5,735 370 6,106 741 6,847 △793 6,054
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業、不動産業、植物工場、保

険代理業、自動車等リース業、運輸業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△793百万円には、セグメント間取引消去△１百万円、全社費用△792百万円が含ま

れております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない企業集団の広告に要した費用、基礎的研究開

発費であります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算書
計上額
(注)３食品事業 飼料事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 139,318 35,693 175,012 2,789 177,801 － 177,801

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,477 3 1,480 1,601 3,081 △3,081 －

計 140,795 35,697 176,492 4,390 180,883 △3,081 177,801

セグメント利益 4,745 504 5,250 706 5,957 △766 5,190
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業、不動産業、植物工場、保

険代理業、自動車等リース業、運輸業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△766百万円には、セグメント間取引消去１百万円、全社費用△768百万円が含まれ

ております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない企業集団の広告に要した費用、基礎的研究開発

費であります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

（表示方法の変更）

「中期経営計画26-29」の事業ポートフォリオ設定にともない、「製粉カテゴリ」に含まれていた焼成パン（株式会

社スウィングベーカリー、グランソールベーカリー株式会社、ガーデンベーカリー株式会社、タワーベーカリー株式

会社）と「製油カテゴリ」に含まれていた冷凍食品（昭和冷凍食品株式会社、東葛食品株式会社）を「その他食品カ

テゴリ」に含める変更をしております。

なお、前中間連結会計期間の顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、表示方法の変更後の区分に基づき作

成しております。

 
Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

   (単位：百万円)

 
顧客との契約
から生じる収益

その他の収益
外部顧客への
売上高

報告
セグメント

食品事業

製粉カテゴリ 42,008 － 42,008

製油カテゴリ 44,503 － 44,503

糖質カテゴリ 34,003 － 34,003

その他食品カテゴリ(注)２ 15,340 － 15,340

 135,855 － 135,855

飼料事業 28,328 － 28,328

報告セグメント　計 164,184 － 164,184

その他（注）１ 1,672 844 2,516

合計 165,857 844 166,701
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業、不動産業、植物工場、保

険代理業、自動車等リース業、運輸業を含んでおります。

２　「その他食品カテゴリ」は食品事業の内、製粉カテゴリ、製油カテゴリ、糖質カテゴリに属さない食品等の

販売となります。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

   (単位：百万円)

 
顧客との契約
から生じる収益

その他の収益
外部顧客への
売上高

報告
セグメント

食品事業

製粉カテゴリ 40,883 － 40,883

製油カテゴリ 48,472 － 48,472

糖質カテゴリ 34,517 － 34,517

その他食品カテゴリ(注)２ 15,444 － 15,444

 139,318 － 139,318

飼料事業 35,693 － 35,693

報告セグメント　計 175,012 － 175,012

その他（注）１ 2,067 722 2,789

合計 177,079 722 177,801
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業、不動産業、植物工場、保

険代理業、自動車等リース業、運輸業等を含んでおります。

２　「その他食品カテゴリ」は食品事業の内、製粉カテゴリ、製油カテゴリ、糖質カテゴリに属さない食品等の

販売となります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

(1)１株当たり中間純利益 177円60銭 132円06銭

　　(算定上の基礎)   

　　親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 5,768 4,291

　　普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

　　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　中間純利益(百万円)

5,768 4,291

　　普通株式の期中平均株式数(株) 32,482,170 32,496,624
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

（投資有価証券の売却）

当社は、2026年11月９日開催の取締役会において、当社が保有する投資有価証券の一部を売却することを決議

し、これに伴い、投資有価証券売却益（特別利益）を計上する見込みとなりました。

 
１．売却の理由

コーポレートガバナンス・コードに基づく政策保有株式の見直しによる資本効率の向上及び財務体質の改善を

図るため

 
２．投資有価証券売却の内容

（１）売却株式 : 当社保有の上場有価証券の一部

（２）売却予定期間（予定） : 2026年11月10日～2027年３月31日

（３）投資有価証券売却益（見込み） : 5,800百万円
 

 
３．今後の見通し

当該事象により、2027年３月期において、投資有価証券売却益5,800百万円を特別利益として計上する見込み

です。なお、投資有価証券売却益は、現在の当該有価証券の株価から算出した見込み額であり、今後の株価推

移等により変動する可能性があります。

 
２ 【その他】

当中間連結会計期間及び当中間連結会計期間終了後半期報告書提出日までの間の配当については、「第４　経理の

状況　１ 中間連結財務諸表　注記事項　(株主資本等関係)」に記載のとおりであります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月10日

昭和産業株式会社
取締役会　御中

 
EY新日本有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　克子  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 青木　　一  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和産業株式会

社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30日ま

で)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、昭和産業株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 

 

(注) １　上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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